
 

平成２８年度予算事業「創業・第二創業促進補助金」に係る 

創業時期等募集要件のお知らせ 

（※募集開始のお知らせではありません。） 

 

 

 地域活性化には、創業による新たなビジネスや雇用の創造、事業承継を契機とした

第二創業を促進し、経済の新陳代謝を図る必要があります。 

 そのため中小企業庁では、新たに創業される方や、事業承継を契機に既存事業を廃

止し、新分野に挑戦する等の第二創業を行う方に対して平成２８年度予算事業におい

ても支援を行う予定です。 

本事業については、創業希望者の方や創業支援者の方からのご関心が高く、多数お

問い合わせをいただいておりますが、現在、本事業の管理運営事務局を募集している

ところであり、今後、事務局決定後、４月初旬に補助金事業の募集を開始する予定で

す。 

この度、本補助金の申請準備の時間を有効にご利用いただけるよう、別紙のとおり

創業時期等募集要件についてお知らせします。募集要件については、平成２７年度予

算創業・第二創業促進補助金事業との変更点を主に取り上げています。 

 なお、別紙の内容はあくまで現時点のものであり、今後変更される可能性もありま

す。詳細につきましては、補助金事業の募集開始時（４月初旬予定）に示される補助

金募集要項を必ずご確認いただけますようお願いします。 

 また、平成２８年度予算案に盛り込まれている事業に関して、実際の事業実施には

当該予算案の国会での可決・成立が必要となります。 

 

 

 

  



 

創業時期等募集要件について 

 

 

１．募集開始時期 

  募集開始時期は以下を予定しています。 

  ○平成２８年度予算事業  ：平成２８年４月初旬（１ヶ月程度を予定） 

 

２．対象者の創業等時期 

○新規創業：募集開始日～補助事業終了日の間に創業予定の方 

○第二創業：募集開始日の前後６ヶ月以内に事業承継を実施し、かつ、募集開始

日から補助事業終了日の間に新事業に進出する予定の方 

 ※平成２８年度予算事業では、産業競争力強化法に基づく認定市区町村（注１）

で創業し、創業予定の認定市区町村又は当該認定市区町村の認定連携創業支

援事業者（注２）による特定創業支援事業（注３）を受ける方のみを対象とします。

（詳細は下記３．に記載） 

 

３．対象者について  

  平成２８年度創業・第二創業促進補助金における補助対象者については、産業競

争力強化法に基づく支援を受けた者へ重点化を図ることとし、以下のとおりと致し

ます。 

 【補助対象者】 

  ○以下、２点を満たす者を対象と致します。 

・産業競争力強化法に基づく認定市区町村で創業、第二創業を行う者 

・創業予定の認定市区町村又は当該認定市区町村の認定連携創業支援事業者に

よる認定特定創業支援事業を受ける者 

  ○上記を証明するため下記の書類が必要となります。 

   ・既に認定特定創業支援事業を受けた者については、創業予定の認定市区町村

が発行する「認定特定創業支援事業を受けたことの証明書」、又は創業予定

の認定市区町村又は当該認定市区町村の認定連携創業支援事業者による確

認書の添付が必要となります。 

   ・まだ認定特定創業支援事業を受けていない者であっても補助事業期間中に受

ける見込みがある場合は、申請可能とします。その場合、創業予定の認定市

区町村又は当該認定市区町村の認定連携創業支援事業者による確認書の添

付が必要となります。ただし、補助事業期間が終了した時点で、認定特定創

業支援事業を受けたことが確認できない場合は、補助金交付の対象者から外

れますので、予めご注意ください。 

※認定特定創業支援事業に関する具体的な実施時期、実施内容については、各

認定市区町村へお問い合わせ下さい。 

（別紙） 



 

    https://www.mirasapo.jp/starting/specialist/chiikimadoguchi.html 

 

４．認定支援機関の取扱い 

  平成２６年度補正予算事業・平成２７年度予算事業においては、認定支援機関（注

４）による事業計画策定から実行、フォローアップまでの支援を受けることを要件と

しておりました。 

  上記３．のとおり、平成２８年度事業からは、産業競争力強化法に基づく認定市

区町村又は認定連携創業支援事業者から認定特定創業支援事業を受けることを要

件とするため、認定支援機関からの支援を要件とすることは致しません。 

 

 

（注１）産業競争力強化法に基づく認定市区町村 

産業競争力強化法では、市区町村を中心とした創業支援事業の取組みが促進

されるよう市区町村において創業支援事業に関する計画を作成し、この計画を

国が認定、支援するという仕組みになっております。計画の認定を受けた認定

市区町村では、商工会・商工会議所や金融機関等と連携し、当該地域の創業者・

創業希望者の支援を行っています。 

   【認定市区町村及び支援内容の紹介】 

https://www.mirasapo.jp/starting/specialist/chiikimadoguchi.html 

 

（注２）認定連携創業支援事業者とは 

認定市区町村において、認定を受けた計画に沿って、当該市区町村と連携し

て創業支援を行う事業者を連携認定創業支援事業者と言います。 

 

（注３）認定特定創業支援事業とは 

認定を受けた計画に盛り込まれる創業支援事業のうち、特に創業の促進に寄

与する事業を言います。具体的には、経営、財務、人材育成、販路開拓に関す

る知識を全て習得できるよう支援する事業であって、創業希望者に対して継続

的に行われる事業を言います。 

 

（注４）認定支援機関 

   http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/kyoku/ichiran.htm 

 

https://www.mirasapo.jp/starting/specialist/chiikimadoguchi.html
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/kyoku/ichiran.htm

